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（1）業績及び今後の見通し（連結）

1．最近の営業成果
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利益の推移
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（2）分野別受注の推移（単独）

◆構造分野は29％の減少、社会計画分野は14%の減少

分野別受注推移（単独）
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（3）顧客別受注状況（単独）

◆国内は総じて減少傾向

受注推移(国内・海外）
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（4）プロポーザル特定率及び受注率の推移(単独)

◆プロポーザル件数及び特定率は増加

◆契約形態別の受注構成比率の中で、プロポーザルによ
 る受注率も増加（目標60％）

プロポーザル件数/特定率推移
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（1）組織改革

■戦略営業機構の導入
①国際戦略本部を創設

・海外事業の展開強化と技術の継承

②事業推進本部の強化

・国内事業の強化と新事業及び新市場への展開

■統轄部の創設
①東日本統轄部、中日本統轄部、西日本統轄部、九州統轄部を創設

・支社機能を統轄することで、担当エリアの広域化による販売活動の高度

化と効率化の推進

■プロポーザル推進室の機能強化
・販売と技術が一体となった組織として再構築

2．42期の施策と狙い
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（2）国内受注への取り組み

①住民目線に立った提案営業の推進

・行政への提案強化

 

⇒

 

販売と技術の連携による提案活動の強化

②新規分野、新規顧客の開拓

・ＰＦＩ、ＣＭ業務など多くの実績

 

⇒

 

さらに新分野、新顧客開拓に注力

③品質向上による受注強化

・顧客ニーズの的確な把握

・プロポーザル推進室の強化
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（3）海外受注への取り組み

①ODA関連業務の安定受注

・技術者の補強

②非ODA関連業務の受注拡大

・海外拠点の強化（ソウル支店、北京事務所、ベトナム事務所）

③道路・橋梁維持管理など新たな事業への展開

④大型プロジェクトに対するホームサポート体制の構築

⑤リスクマネジメントの徹底
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（4）カントー橋事故報告

昨年、ベトナム「カントー橋」の施工中に発生した事故について、

 その後の報告をいたします。

・ベトナム国の事故原因究

 明委員会の調査により、

 「事故原因は、仮設構造

 物基礎杭の予測困難な不

 等沈下」と発表されまし

 た。
・本年8月末には全面的な工

 事再開

 
となり、2010年

 の完成を目指して工事が

 進められております。
現在のタワーの様子
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（1）加古川中央JCT工事マネジメント事業

海外での経験に裏打ちされた熱意と提案で、近畿地方初のCM業務

 を受注しました。

国内のCM業務は、今後大きな成

 
長が期待される市場です。弊社は

 海外での経験に基づき、CM業務

 を新たな基幹事業の一つとして確

 立してまいります。

完成予想図（建設中）

加古川中央JCTの完成予想CG

3．長大トピックスの紹介
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（2）韓国の企業とMOU締結

■締結日

 

：2008年5月7日
■活動範囲：橋梁建設分野の設計及び施工管理
■活動内容
・海外における共同事業の推進
・橋梁設計および施工分野におけるセミナー

 

、

ワークショップ、その他の教育プログラム
の協同活動

■弊社の目的
・海外での受注拡大
・プロジェクトマネジメント技術の向上

グローバルな市場開拓を加速するため、韓国・ポスコ建設との技術

 協力にＭＯＵを締結しました。

2008年5月7日に行われた調印式の模様
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（3）耐震への取り組み

■調査：中国四川大地震における橋梁の被害調査を実施

■実験：E-Defenseを活用した橋梁耐震実験研究の支援

※

 

独）防災科学技術研究所が実施

■材料研究：アラミド繊維をロープ状にした補強材

「CORDOY」の研究支援

 

※CORDOY研究会

■多くの耐震補強の実績

・長大橋梁、特殊橋梁をはじめとして

多くの耐震補強設計の実績を有して

おります。

調査、実験から解析、耐震補強設計まで、トータルで社会インフラ

 を守るための取り組みを行っております。
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（4）「コンビニクル」地域公共交通の再生実験

実験実施
実験準備中

中山間地域から市街地まで、多様な地域特性に対応した様々な車両を

 用いて、各地で実運用に向けた実証実験を実施中

・これからのエコビジネスとし
て、様々なメディアで注目さ
れております。

※「コンビニクル」は、東京大学で開発されたオンデマンドバス

 
システムを利用した、地域公共交通の導入から運行までのパッ

 
ケージの名称（登録商標）です。
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（5）PFI/PPPコンサルティングサービス

■運営開始事業
・筑波大学生命科学動物資源センター施設整備事業等・・4事業

■事業開始
・千葉県警察本部新庁舎建設事業等・・7事業

■事業分野別実績
①病院：筑波大学附属病院の施設整備・・1事業

②福祉施設：高齢者センター「しなの（仮称）」建設事業等・・3事業

③学校・教育施設：徳島市立高等学校整備等事業等・・・・・・5事業

④給食センター：千葉市新港学校給食センター整備事業等・・・8事業

⑤庁舎：石巻地区広域行政事務組合消防本部庁舎移転整備等・・6事業

⑥公営住宅・公務員宿舎：宮崎市営住宅権現団地建替事業・・

 

10事業

⑦上下水道：福岡市PFI事業導入可能性検討等・・・・・・・・

 

3事業

⑧その他（橋梁・道路、地域交通、文京施設、体育施設等）・・・多数

2001年に国内での事業を開始してから、これまでに多くのコンサ

 ルティングサービスを提供しています。
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